
介護付有料老人ホームふれあいの里 利用料金表 （円）

要介護度 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 要支援2 要支援1 自立

月
額
利
用
料

家 賃 ①1F居室(8室)　58,000円　・　②北向き居室 (30室)　58,000円　・　③南向き居室 (18室)　61,000円　・　④南向き角居室 (6室)　62,000円

共益費 17,850

食 費 57,000

水道光熱費 30,300

生活サービス費 36,600

計（円） ① 199,750 ② 199,750 ③ 202,750 ④ 203,750

割引き -20,000 -10,000 0 0

合計（円）

① 179,750 ① 179,750 ① 179,750 ① 179,750 ① 179,750 ① 189,750 ① 199,750 ① 199,750

② 179,750 ② 179,750 ② 179,750 ② 179,750 ② 179,750 ② 189,750 ② 199,750 ② 199,750

③ 182,750 ③ 182,750 ③ 182,750 ③ 182,750 ③ 182,750 ③ 192,750 ③ 202,750 ③ 202,750

④ 183,750 ④ 183,750 ④ 183,750 ④ 183,750 ④ 183,750 ④ 193,750 ④ 203,750 ④ 203,750

特定施設入居者生活介護に係る利用者負担額（１割負担の場合）…※注１ （単位） (単位）※1単位…10.14円

要介護度 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 要支援2 要支援1 自立

国が定める特定施設
 入居者生活介護費

１日 542 609 679 744 813 313 183 -
1ヶ月(30日) 16,260 18,270 20,370 22,320 24,390 9,390 5,490 -

加算(1ヶ月30日） 協力医療機関連携加算：月100単位、夜間看護体制加算（Ⅱ）：月270単位（要支援は算定なし）、サービス提供体制強化加算（Ⅲ）：月180単位、
生活機能向上連携加算（Ⅱ）：月200単位、科学的介護推進体制加算：月40単位
※看取り介護加算：死亡日以前31～45日72単位／日 　4～30日144単位／日　　死亡日前日及び前々日680単位／日　死亡日1,280単位／日

-
※看取り介護加算は該当する日付のみ適用

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 2,609 2,916 3,237 3,536 3,853 1,516 920 -
※所定単位数に15.3％を乗じた単位数で算定 ※看取り介護加算が適用となった月の介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）は、看取り介護加算が加わった単位数に15.3％を乗じた金額となります。 -

※地域区分 ※東広島市は地域区分として、1.4%を乗じた金額となります。 -
19,659 21,976 24,397 26,646 29,033 11,426 6,930 （円）

入居者生活介護費（加算を含）（ 30日） 19,934 22,283 24,738 27,019 29,439 11,585 7,027 -

月額利用料＋入居者生活介護費

① 199,684 ① 202,033 ① 204,488 ① 206,769 ① 209,189 ① 201,335 ① 206,777 ① 199,750

② 199,684 ② 202,033 ② 204,488 ② 206,769 ② 209,189 ② 201,335 ② 206,777 ② 199,750

③ 202,684 ③ 205,033 ③ 207,488 ③ 209,769 ③ 212,189 ③ 204,335 ③ 209,777 ③ 202,750

④ 203,684 ④ 206,033 ④ 208,488 ④ 210,769 ④ 213,189 ④ 205,335 ④ 210,777 ④ 203,750
16930 18910 21010 22930 25000 9830 5950

■要支援1～要介護5の方までご入居できます。自立の方は要相談となります。

■月額利用料等は、人件費、物価及び公共料金の変動等を勘案し改定することがあります。

■共益費とは、事務管理部門の人件費・事務費、共用施設等の維持管理費です。

■水道光熱費とは、入居者等が居室で使用する水道、一般家電製品（エアコン、テレビ、冷蔵庫、電子レンジ、暖房器具など）の電気の使用料及びガス及びこれらに類する 公共料金とします。（但し、一般家電製品以外の特殊な機器を

ご利用の際は、電気代が実費必要となります。）

■生活サービス費とは、人員配置が介護保険の基準（要介護者3人に対し、週40時間換算で1名）を超え、手厚い介護サービスをする費用即ち、要介護者5人に対し、週40時間換算で2名以上の職員を配置するための費用及びサービス付き高齢者向け住宅における
状況把握及び生活相談サービス、余暇活動サービスに要する費用に充当します。
■要介護度の状態に応じた介護保険サービスにより、生活サービスの一部が補完されることから、介護計画の内容に基づいて、生活サービス費から最大20,000円の割引を行います。

■医療費（往診、受診、薬代）おむつ代、寝具リース（1,500円＋税）、嗜好品等の生活にかかる費用は実費となります。

■病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院から指定特定施設に入居した場合は、入居した日から起算して30日以内の期間については、退院・退所時連携加算として、1日につき30単位を加算する事となります。

■65歳未満で認知症によって要介護者となった方が入居した場合は、若年性認知症入居者受入加算として1日につき120単位を加算する事となります。（尚、65歳の誕生日を迎えられた日以降は加算の対象から外れます）

■入居者等が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、感染者に対して適切な感染対策を行った上で、該当する介護サービスを行った場合、1月に1回、連続する5日を限度とし、新興感染症等施設
療養費として、1日240単位を加算することとなります。
※注１） 特定施設入居者生活介護に係る利用者負担額は、1割負担の場合を表示しています。国が定める介護報酬の告示上の額とし、そのサービスが法定代理受領サービスであるときは、利用料のうち各利用者の負担割合に応じた額の支払いを受けるものとしま
す。尚、契約期間中に報酬単価が改定された場合には、改定後の金額を適用します。

令和8年6月更新


